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IMFの世界経済見通し改定
消費や固定資本形成の支出増加で、さらなるインド経済の発展に

国際通貨基金（IMF）は2023年4月11日に世界経済見通しを改定しました。
世界の経済成長は、金融部門の混乱や高インフレ、ロシアによるウクライナ侵攻の影響、3年にわたるコロナ
禍を受けて、見通しは再び不透明になっており、2022年の3.4%から2023年は2.8%へ鈍化した後、
2024年には3.0%に落ち着く見込みです。
このような環境下、インドの2023年の経済成長率見通しは5.9%とし、1月の予想を0.2%下方修正し
ました。しかしながら、インドと中国（2023年は5.2%）が今年の経済成長の約半分を占めるとの見通し
を示しており、世界経済におけるアジアの比重の高まりを印象付けています。

出所：IMF「World Economic Outlook, April 2023」、総務省（世界の統計2023）のデータを基にパインブリッジ・インベストメンツ作成

IMFの主要経済見通し比較（実質GDP成長率）

名目GDPの支出項目別比率（2020年、現地通貨ベース）
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：家計による消費財への支払い。
：政府による消費財への支払い（役所の電気代など）や公務員サービス（給料など）。
：住宅投資、設備投資、公共投資などの固定資本の追加分のこと。

現在、インドでは中間所得層が増加しており、消費がGDPの伸びをけん引しています。インド経済の発展
とともに、国民の可処分所得や設備投資が増加します。そのため、より機能的な住宅への改築や、新商品
開発のためのさらなる設備投資の伸びから、GDPの支出項目における資本形成の増加も期待されます。
IMFの経済見通しから推察できるように、さらなるインドの発展が楽しみです。

シャイニング・インド （マクロ関連） ～相対的に高い経済成長が見込まれるインド～
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